
「経営発達支援計画」の認定に関連する支援策について 

 

 

１．認定を受けた商工会・商工会議所が活用できる支援策 

○ 伴走型小規模事業者支援推進事業（補助事業、令和３年度予算案５３．２億円の内数） 

本事業は、経営発達支援計画の認定を受けた商工会・商工会議所が、同計画に基づ

いて行う小規模事業者の事業計画策定支援など、小規模事業者に寄り添って実施する

伴走型支援等の取組に係る費用の一部を補助するもの。 

（補助上限額：７００万円、補助率：定額） 

 

２．小規模事業者が活用できる支援策 

○ 小規模事業者経営発達支援資金（融資制度、平成２７年度に新設） 

経営発達支援計画の認定を受けた商工会・商工会議所から、売上増加や収益改善、

持続的な経営のための事業計画策定の助言・フォローアップを受ける等、一定の要件を

満たす小規模事業者に対し、事業の持続的発展のための取組に必要な設備資金及び

それに付随する運転資金を、日本政策金融公庫が低利で融資するもの。 

 

（対象・要件） 

小規模事業者であり、以下の要件を全て満たす方。 

・経営発達支援計画の認定を受けた商工会・商工会議所による指導及び助言を受け

ていること。（商工会・商工会議所の会員でなくても可） 

・一定の雇用効果（新たな雇用又は雇用の維持）が認められること。 

・人材の確保・育成に努めていること。 

・商工業者であり、かつ、日本政策金融公庫の融資対象業種を営んでいること。 

 

（支援内容） 

貸付限度額：７，２００万円 

貸付期間：運転資金 ８年以内（うち据置期間２年以内） 

設備資金２０年以内（うち据置期間２年以内） 

※従業員数５人以下の場合は、運転資金・設備資金ともに据置期間３年以

内 

貸付利率：１．６６～２．１５％（無担保） 

０．７１～１．８０％（有担保） 

（貸付金利は令和３年３月１日現在） 


